
 

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成27年８月12日

【四半期会計期間】 第62期第１四半期(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

【会社名】 株式会社フレンドリー

【英訳名】 FRIENDLY　CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　中　井　豊　人

【本店の所在の場所】 大阪府大東市寺川三丁目12番１号

【電話番号】 072―874―2747

【事務連絡者氏名】 管理本部　総務財務部長　　鮫　島　篤　志

【最寄りの連絡場所】 大阪府大東市寺川三丁目12番１号

【電話番号】 072―874―2747

【事務連絡者氏名】 管理本部　総務財務部長　　鮫　島　篤　志

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

EDINET提出書類

株式会社フレンドリー(E03110)

四半期報告書

 1/15



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第61期

第１四半期
累計期間

第62期
第１四半期
累計期間

第61期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 (千円) 2,152,661 2,160,665 8,690,498

経常損失(△) (千円) △114,778 △129,144 △595,576

四半期(当期)純損失(△) (千円) △81,292 △158,553 △837,288

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ─

資本金 (千円) 3,975,062 4,175,062 4,175,062

発行済株式総数 (株)    

　普通株式  14,645,584 13,599,281 13,599,281

　Ａ種優先株式  ― 1 1

純資産額 (千円) 1,899,726 1,418,301 1,564,656

総資産額 (千円) 5,181,494 5,351,963 5,542,154

１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) △5.56 △11.83 △59.48

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円)    

　普通株式  ― ― ―

　Ａ種優先株式  ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.7 26.5 28.2
 

(注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりませ

ん。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用すべき関連会社はありません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であるため

記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

当社は、株式会社地域経済活性化支援機構（以下、「機構」といいます。）の再生支援決定を受けた事業再生計画

を遂行し、抜本的な事業再構築に取り組み、企業価値の最大化に努めております。当該事業再生計画は、当時におい

て適切と考えられる情報や分析等に基づき策定しておりますが、様々な要因により、計画した全ての目標の達成、又

は期待される成果の実現に至らない可能性があります。

当社は、前期において８期連続の営業損失、10期連続の当期純損失となり、平成23年２月より取引金融機関に対し

て借入金の返済猶予を要請していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在

しております。

当該状況を解消するための施策については、「３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　

２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

めの対応策」に記載しております。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

当社において開示対象となる報告セグメントは、フードサービス事業の単一事業であるため、業態区分別に記載し

ております。

 

１．提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・検討内容

 

(1)経営成績の分析

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀による経済対策や金融政策等の各種政策の効果によ

り、円安・株高を背景に企業収益や個人消費に改善が見られ、景気は緩やかな回復基調が続いております。その

一方で、円安による輸入品価格の上昇が消費動向を低調に推移させるなど、依然として、景気の下振れ懸念が拭

えない状況が続いており、先行き不透明な状況で推移しております。

当社を取り巻く経営環境におきましても、外食業界は、急激な円安による原材料価格の高騰や、人手不足によ

る人件費の高騰に加えて、品質管理に対する不安感、業種・業態の垣根を越えた企業間競争が激化するなど、依

然として厳しい経営環境が続いております。

このような環境のもと、当社におきましては黒字体質への転換を早期に果たすべく、平成26年８月１日付で株

式会社りそな銀行（以下「りそな銀行」といいます。）と連名にて、機構に再生支援の申し込みを行い、同日付

で機構より再生支援決定の通知を受け、諸施策を実行しております。当社は機構の再生支援手続の中で、取引金

融機関に対する平成26年８月１日から平成31年９月末までの間における金融債権元本の弁済猶予、りそな銀行に

対する４億円の債務の株式化、機構を引受先とする新株予約権付社債及び新株予約権の第三者割当による約10億

円の資金調達を、平成26年10月30日付けで実行しており、さらにりそな銀行による総額５億円のコミットメント

ライン契約を平成26年10月３日付で締結し、必要な運転資金を確保しております。また、機構より役員等の人的

支援も受け、新たに策定した事業再生計画に基づき、早期の再生を目指して全力で邁進しております。

店舗展開につきましては、「ファミリーレストラン フレンドリー」２店舗を「産直鮮魚と寿司・炉端 源ぺ

い」に業態転換いたしました。また、「なじみ野 大阪駅前第２ビル店」を平成27年６月２日に新装オープンい

たしました。よって、当第１四半期会計期間末の店舗数は、前事業年度末比１店舗増加し、86店舗（前年同期比

10店舗の減少）となりました。
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業態別には、「産直鮮魚と寿司・炉端 源ぺい」33店舗、「おいしい・たのしい・ここちいい」をコンセプト

とする洋食の「ファミリーレストラン フレンドリー」16店舗、「釜揚げ讃岐うどん 香の川製麺」14店舗、「日

本の原風景“里山”」をコンセプトとする居酒屋「和み料理と味わいの酒 つくしんぼう」12店舗、「和・洋・

中の料理と団欒」をコンセプトとする「団欒れすとらん ボンズ」８店舗、「新・酒場 なじみ野」２店舗、「フ

レッシュフレンドリー」１店舗となっております。

　商品政策につきましては、“健康・安全・おいしさ”の見地から食材を厳選し、お値打ちな商品の提供と同時

にライブ感を味わっていただけるように努めました。食の安全・衛生管理につきましては、引続き「フレンド

リー品質基準」の構築と衛生管理と検査体制を確立し、厳格に運用しております。　

　これらの結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高は2,160百万円（前年同期比８百万円の増加）、営業

損失は129百万円（前年同期は営業損失111百万円）、経常損失は129百万円（前年同期は経常損失114百万円）、

四半期純損失は158百万円（前年同期は四半期純損失81百万円）となりました。

(2)財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は、5,351百万円で前事業年度末比190百万円の減少となりました。主

な要因は、業態転換及び新装オープンに伴う現金及び預金の減少によるものです。負債合計は買掛金、未払法人

税等の減少等により前事業年度末比43百万円減少し、3,933百万円となりました。純資産は四半期純損失等によ

り前事業年度末比146百万円減少し、1,418百万円となりました。この結果、当第１四半期会計期間末の自己資本

比率は、前事業年度末比1.7ポイント低下し、26.5%となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 

２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善する

ための対応策

　

当社は、前期において８期連続の営業損失、10期連続の当期純損失となり、平成23年２月より取引金融機関

に対して借入金の返済猶予を要請している状況にありました。

当該状況を解消すべく、当社が持続的な成長をしていくためには、経営の強化及び財務体質の改善を伴う抜

本的な事業再構築を推進することが不可避であることから、平成26年８月１日付でりそな銀行と連名にて、機

構に対して事業再生計画を提出して再生支援の申込を行い、同日付で機構より再生支援決定の通知を受け、諸

施策を実行しております。

上記の事業再生計画の一環として、当社は、①既存店舗の改装による集客力の改善、②改善されたハード

（店舗設備）を最大限に活かす店舗オペレーションの改善、③業態転換による業態の絞り込みと集中、④売上

改善への取組み強化、以上の事業整理に伴う⑤本社管理機能の効率化及び追加のコスト削減、⑥戦略的な店舗

撤退の６つの施策を柱とし、業績改善を図っております。

　また、当社は機構の再生支援手続の中で、取引金融機関に対する平成26年８月１日から平成31年９月末まで

の間における金融債権元本の弁済猶予、りそな銀行に対する４億円の債務の株式化、機構を引受先とする新株

予約権付社債及び新株予約権の第三者割当による約10億円の資金調達を、平成26年10月30日付けで実行してお

り、さらにりそな銀行による総額５億円のコミットメントライン契約を平成26年10月３日付で締結しておりま

す。当社としては、これら施策の実行により、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断

しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 61,800,000

Ａ種優先株式 1

計 61,800,000
 

（注）「発行可能株式総数」の欄には、株式の種類ごとの発行可能種類株式総数を記載し、計の欄には、定款に規定

されている発行可能株式総数を記載しております。

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,599,281
 

13,599,281
 

東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株
であります。

Ａ種優先株式 1 1 ― （注）１,２

計 13,599,282 13,599,282 ― ―
 

（注）１　Ａ種優先株式は、現物出資（債務の株式化　400,000千円）によって発行されたものであります。

　　　２　Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

　(１) 単元株式数は１株であります。

　(２) 優先配当金

　　①優先配当金

 ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当を行うときは、当該基準日の最終の株主名簿に記

録されたＡ種優先株式の株主（以下「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下

「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対して、基準日の最終の株主名簿に記録された普通株式を有する

株主（以下「普通株主」という。）及び普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」とい

う。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、②に定める額の配当金（以下「Ａ種優先配当金」という。）を

金銭にて支払う。但し、当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度中の日かつ当該剰余金の配当の基準日

よりも前の日を基準日としてＡ種優先配当金の配当をしたときは、その額を控除した金額とする。

②優先配当金の額

　Ａ種優先株式１株あたりのＡ種優先配当金の額は、Ａ種優先株式１株あたりの払込金額に年率2.0％を乗

じて算出した金額（当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度の初日（但し、当該剰余金の配当の基準日

が平成27年３月31日に終了する事業年度に属する場合は、給付期日とする。）（いずれも同日を含む。）か

ら当該剰余金の配当の基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日として日割計算に

より算出される金額とし、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。）とする。

③累積条項

　ある事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う１株あたりの剰余金の配

当の総額が、当該事業年度の末日を基準日とするＡ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事

業年度以降に累積する。累積した不足額（以下「Ａ種累積未払配当金」という。）については、当該翌事業

年度以降、Ａ種優先配当金並びに普通株主及び普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優

先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して配当する。

④非参加条項

　Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて配当は行わない。
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　(３) 残余財産の分配

　　①残余財産の分配額

　当社は、当社の解散に際して残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対

して、Ａ種優先株式１株あたり下記に定める金額（以下「Ａ種残余財産分配額」という。）を普通株主及び

普通登録株式質権者に先立ち、支払う。Ａ種残余財産分配額は、Ａ種優先株式１株あたり、(i)400,000,000

円、(ⅱ)解散日におけるＡ種累積未払配当金相当額及び(ⅲ)400,000,000 円に、解散日が属する事業年度の

初日（但し、当該事業年度中の日を基準日としてＡ種優先配当金が支払われている場合には、当該基準日の

うち最終の基準日の翌日）（いずれも同日を含む。）から解散日の前日（同日を含む。）までの期間に対し

て年率2.0％の利率で計算される金額（かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることに

より算出した額とし、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。）の和とする。

②非参加条項

　Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前号のほか、残余財産の分配は行わない。

　(４) 議決権

　　　Ａ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

　(５) 種類株主総会の議決権

　　　当社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合においては、法令に別段の定めがある場合を

除き、Ａ種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

　(６) 優先株式の併合又は分割、募集新株の割当てを受ける権利等

　　　当社は、法令に別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。当

社は、Ａ種優先株主に対して、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式無償

割当て又は新株予約権無償割当ては行わない。

　(７) 優先株式の金銭対価の取得条項

　　　当社は、Ａ種優先株式発行後いつでも、当社の取締役会決議に基づき、Ａ種優先株式１株につき、下記に

定める金額（以下「Ａ種優先株式強制償還請求価額」という。）の金銭の交付と引換えに、Ａ種優先株式の

発行後に当社が別途取締役会の決議で定める一定の日（以下「取得日」という。）に、Ａ種優先株式を取得

することができる。「Ａ種優先株式強制償還請求価額」は、Ａ種優先株式１株あたり、(i)400,000,000円、

(ⅱ)取得日におけるＡ種累積未払配当金相当額及び(ⅲ)400,000,000 円に取得日が属する事業年度の初日

（但し、当該事業年度中の日を基準日としてＡ種優先配当金が支払われている場合には、当該基準日のうち

最終の基準日の翌日）（いずれも同日を含む。）から取得日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年

率2.0％の利率で計算される金額（かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることにより

算出した額とし、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。）の和とする。

　(８) 優先株式の金銭対価の取得請求権

　　　Ａ種優先株主は、平成41年10月１日以降いつでも、Ａ種優先株式償還請求が効力を生じた日（以下「Ａ種

優先株式取得請求日」という。）に、Ａ種優先株式取得請求日における分配可能額（会社法第461条第２項

に定めるものをいう。以下同じ。）を限度として法令上可能な範囲で、Ａ種優先株式１株につき、下記に定

める金額（以下「Ａ種優先株式償還請求価額」という。）の金銭を交付するのと引換えに、Ａ種優先株式の

取得を、当社に対して請求することができる。かかる取得請求がなされた場合、当社は、Ａ種優先株式取得

請求日に、Ａ種優先株主に対して、取得するＡ種優先株式１株につきＡ種優先株式償還請求価額を交付す

る。なお、Ａ種優先株主は、Ａ種優先株式取得請求日における分配可能額を超えて、Ａ種優先株式の取得を

請求することができない。「Ａ種優先株式償還請求価額」は、Ａ種優先株式１株あたり、(i)400,000,000

円、(ⅱ)Ａ種優先株式取得請求日におけるＡ種累積未払配当金相当額及び(ⅲ)400,000,000 円にＡ種優先株

式取得請求日が属する事業年度の初日（但し、当該事業年度中の日を基準日としてＡ種優先配当金が支払わ

れている場合には、当該基準日のうち最終の基準日の翌日）（いずれも同日を含む。）からＡ種優先株式取

得請求日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率2.0％の利率で計算される金額（かかる期間の実

日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第１位まで算出

し、その小数第１位を四捨五入する。）の和とする。

　(９) 優先株式の譲渡の制限

　　　譲渡によるＡ種優先株式の取得については、当社の取締役会の承認を要する。

　(10) 種類株主総会の決議

　　　定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしていない。

　(11) 議決権を有しないこととしている理由

　　　資本増強にあたり、既存株主への影響を考慮したためである。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年６月30日

 
 
─
 

普通株式
13,599,281

Ａ種優先株式
１

─ 4,175,062 ─ 2,555,531

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 Ａ種優先株式 １
 

― (注)１

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 29,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式  

13,519,000
 

13,519 ―

単元未満株式 普通株式 51,281
 

― (注)２

発行済株式総数 13,599,281 ― ―

総株主の議決権 ― 13,519 ―
 

（注）１．Ａ種優先株式の内容は、「１株式等の状況　(１)株式の総数等 ②発行済株式」(注)に記載しております。

 ２．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式855株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社フレンドリー

大阪府大東市寺川
三丁目12番１号

29,000 ― 29,000 0.21

計 ― 29,000 ― 29,000 0.21
 

 

２ 【役員の状況】

　　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、仰星監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 　　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第1四半期会計期間
（平成27年６月30日）

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 836,456 579,224

  売掛金 64,175 57,802

  商品 50,971 52,091

  貯蔵品 1,088 1,088

  前払費用 55,927 79,337

  その他 10,299 19,844

  貸倒引当金 △66 △62

  流動資産合計 1,018,852 789,326

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 909,611 970,450

   土地 2,078,991 2,078,991

   その他（純額） 235,103 228,469

   有形固定資産合計 3,223,706 3,277,912

  無形固定資産 45,412 43,522

  投資その他の資産   

   投資有価証券 109,017 125,866

   差入保証金 1,123,173 1,094,506

   その他 24,292 23,059

   貸倒引当金 △2,300 △2,230

   投資その他の資産合計 1,254,183 1,241,203

  固定資産合計 4,523,302 4,562,637

 資産合計 5,542,154 5,351,963
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第1四半期会計期間
（平成27年６月30日）

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 258,360 236,232

  未払金 313,141 322,632

  未払法人税等 47,116 19,923

  店舗閉鎖損失引当金 13,096 11,328

  資産除去債務 12,445 21,297

  その他 95,714 92,903

  流動負債合計 739,874 704,318

 固定負債   

  社債 1,000,000 1,000,000

  長期借入金 1,681,843 1,681,843

  繰延税金負債 19,950 24,941

  再評価に係る繰延税金負債 108,826 108,826

  資産除去債務 307,665 297,497

  その他 119,338 116,236

  固定負債合計 3,237,624 3,229,344

 負債合計 3,977,498 3,933,662

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,175,062 4,175,062

  資本剰余金 3,258,146 3,258,146

  利益剰余金 △4,883,038 △5,041,592

  自己株式 △12,936 △13,056

  株主資本合計 2,537,233 2,378,560

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 37,193 49,511

  土地再評価差額金 △1,009,770 △1,009,770

  評価・換算差額等合計 △972,577 △960,258

 純資産合計 1,564,656 1,418,301

負債純資産合計 5,542,154 5,351,963
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第1四半期累計期間
（自　平成26年４月１日

　  至　平成26年６月30日）

当第1四半期累計期間
（自　平成27年４月１日

　  至　平成27年６月30日）

売上高 2,152,661 2,160,665

売上原価 623,262 669,914

売上総利益 1,529,399 1,490,751

販売費及び一般管理費 1,640,603 1,619,936

営業損失（△） △111,204 △129,184

営業外収益   

 受取利息 828 661

 受取配当金 1,513 1,591

 受取家賃 11,840 25,187

 設備賃貸料 7,594 6,074

 その他 2,357 1,507

 営業外収益合計 24,133 35,023

営業外費用   

 支払利息 13,321 18,363

 賃貸費用 10,291 11,882

 設備賃貸費用 2,819 2,805

 その他 1,275 1,932

 営業外費用合計 27,707 34,983

経常損失（△） △114,778 △129,144

特別利益   

 固定資産売却益 － 1,000

 役員退職慰労未払金戻入額 45,350 －

 特別利益合計 45,350 1,000

特別損失   

 固定資産除却損 4,025 6,171

 減損損失 － 10,456

 店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 5,400

 特別損失合計 4,025 22,028

税引前四半期純損失（△） △73,453 △150,173

法人税、住民税及び事業税 8,249 7,921

法人税等調整額 △410 459

法人税等合計 7,838 8,380

四半期純損失（△） △81,292 △158,553
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当第１四半期累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

　  該当事項はありません。

　

(会計方針の変更等)

当第１四半期累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

　  該当事項はありません。

　

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

該当事項はありません。

　

(追加情報)

当第１四半期累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

該当事項はありません。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 51,783千円 58,092千円
 

　

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

　　当社はフードサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　　当社はフードサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △5円56銭 △11円83銭

(算定上の基礎)   

四半期純損失金額（△）(千円) △81,292 △158,553

普通株主に帰属しない金額(千円) ― 2,000

（うち優先配当額（千円）） (―) (2,000)

普通株式に係る四半期純損失金額（△）(千円) △81,292 △160,553

普通株式の期中平均株式数(株) 14,616,924 13,569,125
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月12日

株式会社フレンドリー

取締役会  御中

仰星監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   髙　田　　　篤   印

 

 

業務執行社員  公認会計士   許 　　仁　九   印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フレン

ドリーの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第62期事業年度の第１四半期会計期間(平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フレンドリーの平成27年６月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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